
平成19年度総合評価書 総務省が実施した政策評価の取組についての検証【要旨】 
平成19年７月 

１ 本評価（総務省が実施した政策評価の取組についての検証）の実施について 

（１）本評価の評価対象 

過去５年間（平成14～18年度）に、政策評価法に基づいて総務省が実施した政策評価の取組について検証。 

（２）本評価の背景・ねらい 

   ①現在は第２期（17 年度から 19 年度）の総務省政策評価基本計画の最終年度であり、20 年度以降に実施すべき次期「総務省政策評

価基本計画」を、本年度中に策定する必要があること、②政策評価法施行から３年経過後に行われた全政府的な政策評価制度の見直し

結果に沿って、各行政機関はそれぞれの基本計画等を策定することが求められていることから、次期基本計画の策定に資することをね

らい、本評価を実施。 

（３）本評価の評価方式、実施手法 

 ア 評価方式 「総合評価方式」 

イ 実施手法 

「総務省が実施した政策評価の取組」について、政策評価実施の各段階に分け、①総務省が実施した政策評価の目的と、②それを踏ま

えた段階ごとの「取組のねらい」を整理。各段階の「具体的な取組方針」と「実施状況」を確認し、取組がどのように実施されたか、ど

のような効果を上げてきたのか、どの程度有効であったのか、十分な効果を上げていないならばその原因は何か等について、「取組のね

らい」（評価の基準）に照らして評価を行い、課題と今後の方向性を検討。 

（４）学識経験者の知見の活用等 

本評価の実施に当たっては、３回（平成18年11月22日、平成19年２月21日、６月15日）にわたり、総務省政策評価会を開催し、

意見を聴取。また、職員に対するアンケート調査を実施（平成１７年１月、１９年１月）し、その結果を活用。 

（５）評価を担当した部局及びこれを実施した期間 

大臣官房政策評価広報課が、省内各部局の協力を得て、平成18年９月から平成19年７月にかけて実施。 

（６）本評価結果の活用 

   本評価結果を踏まえ、本年度中に、次期「総務省政策評価基本計画」を策定する予定。本評価において示した、評価方式の変更、評

価頻度の変更、測定指標の改善等の方向性を踏まえ、次期「総務省政策評価基本計画」の策定作業の中で具体化を図る予定。 
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・評価結果の政策への反映

現在の
取組を
継 続政

策
評
価
法
、
基
本
方
針
、

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等

取組方針
の改善等

今回の評価の流れ

ねらい
の見直し

総務省政策評価実施計画

総務省政策評価基本計画
評価書

関係者のヒアリング

職員アンケート結果

政策評価会等の意見

・評価書の公表

・学識経験者の知見の活用

・評価書案の作成

・評価書様式・記載事項の決定

・指標及び目標値の設定

・政策ごとの評価方式及び実施頻度の決定

・主要な政策の基本目標等の明示（目標設定表の公表）

・政策評価のための体系づくり

取組の
ねらい

取組方針 実施状況

政
策
評
価
実
施
の
各
段
階

評価 分析
課題と
今後の
方向性
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２ 総務省が実施した政策評価の取組の検証結果（概要） 

 

政策評
価実施
の各段
階 

取組のねらい 具体的な取組方針 実施状況 評価 課題と今後の方向性 

政
策
評
価
の
た
め
の
政
策
体
系
づ
く
り 

① 広範な行政分野
にわたる総務省の
「主要な政策」の
範囲を明らかに
し、相互の関係が
分かるようにす
る。 
② 政策評価単位
が、政策に反映し
やすく、かつ、分
かりやすい大きさ
となるようにす
る。 

・ 平成１４～１６年
度評価（第１期）は、
おおむね一つの課・
室の所掌事務の単位
程度の大きさの「主
要な政策」（約８０）
を政策評価の単位と
位置づけ。 
 
・ 平成１７年度以降
の評価（第２期）は、
①重点分野ごとの政
策体系の明確化、②
政策の大括り化を実
施。おおむね一つの
部局又はそれを２～
３ぐらいに分割した
程度の大きさの「主
要な政策」（２６）
を政策評価の単位と
位置づけ。 

・ 取組方針どおりに実
施。 
 
 

・ 平成１７年度以降の政策体系の見直し
の結果、上位政策と下位政策との関係が
明らかになるとともに、政策評価単位が
大括り化されたことから、より分かりや
すくなり、アウトカム指標が立てやすく
なった。 
 
 
 

    
取組のね
らいどお
り実施で
きたか 

具体的な
取組方針
は適切で
あったか

実施状況
は適切で
あったか

取組のね
らい① ◎ ◎ ◎ 

取組のね
らい② ◎ ◎ ◎ 

 
 

・ これまでの取組方針を維持
することが適当。 
  さらに、予算書・決算書の
表示科目と政策体系との整合
化の作業を進めていく必要。 
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 取組のねらい 具体的な取組方針 実施状況 評価 課題と今後の方向性 

主
要
な
政
策
の
基
本
目
標
等
の
明
示
（
目
標
設
定
表
の
作
成
・
公
表
） 

① 「主要な政策」
の基本目標等が、
政策に反映しやす
く、かつ、分かり
やすく明示される
ようにする。 
② あらかじめ明示
された指標に基づ
く客観的な評価と
なるようにする。 
③ 政策を実施する
段階から、担当職
員に政策の基本目
標等を意識させ
る。 

・ 政策の基本目標、
指標及び目標値、そ
れらの設定の考え方
を、目標設定表とし
て一覧性を持って提
示するとともに体系
的に整理し、政策実
施年度の当初までに
公表する。 
 
・ 目標設定表の作成
に当たっては、総務
省政策評価会を開催
するとともに、パブ
リック・コメントを
実施。 
  

（主要な政策の基本目標
等の明示） 
・ 平成１５年度以降は
政策実施年度の当初ま
でに公表。平成１６年
度以降は、総務省政策
評価会を開催及びパブ
リック・コメントを実
施。 
 
（政策の基本目標の設
定） 
・ 平成１７年度以降は、
政策の基本目標を政策
名の中に併せて記述。 
 
 
（施策（小）の単位での
指標及び目標値の設定） 
・ 平成１７年度以降、
施策（大）を政策評価
の単位とした後も、施
策（小）の単位でも指
標及び目標値を設定。 
 
（事情の変化等による指
標及び目標値の見直し） 
・ 指標及び目標値の変
更が必要となった場合
は見直して公表する旨
規定。しかし、ほとん
ど活用されず、評価書
の中で追加・変更を説
明。 

（主要な政策の基本目標等の明示） 
・ 後出し的に都合よく設定された指標
に基づいて評価することを予防。ま
た、政策実施当初の段階から職員に基
本目標等を認識させる効果あり。目標
設定表の作成に当たって、学識経験者
や国民の意見を求めてきたことによ
って、公正性を高めることができた。
 
 
（政策の基本目標の設定） 
・ 達成状況を判断しにくい基本目標も
含まれていた。 
 
 
 
 
 
（施策（小）の単位での指標及び目標値
の設定） 
・ 指標及び目標値については、施策
（小）の単位と施策（大）の単位の関係
が必ずしも整理できず。 
 
 
（事情の変化等による指標及び目標値
の見直し） 
・ 政策実施年度の当初までに指標・目
標値を公表する趣旨に照らして適切
な運用でない。仕組みが活用されなか
った理由としては、具体的な手順を明
確にしていなかったこと。 
 

（主要な政策の基本目標等の
明示） 
・ これまでの取組方針を維持
することが適当。 
 
 
 
 
 
 
（政策の基本目標の設定） 
・ 基本目標は、可能な限り達
成しようとする成果の内容、
方向性、程度がわかるような
記述とすることが適当。改め
て、政策名とは別に明示する
ことが適当。 
 
（施策（小）の単位での指標及
び目標値の設定） 
・ 施策（小）単位の指標及び
目標値は廃止し、施策（大）
の単位に一元化すべき。 
 
 
（事情の変化等による指標及
び目標値の見直し） 
・ 事情の変化等による見直し
の具体的な手順を検討する
ことが適当。 
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 取組のねらい 具体的な取組方針 実施状況 評価 課題と今後の方向性 

《
続
き
》
主
要
な
政
策
の
基
本
目
標
等
の
明
示
（
目
標
設
定
表
の
作
成
・
公
表
） 

  （指標及び目標値の設
定の考え方） 
・ 指標及び目標値の
設定に当たっては、
その指標を用いる理
由等を簡潔に文章で
説明。 
 
（重要政策に関する評
価） 
・ 政策評価の対象政
策が重要政策に関連
している場合には、
その達成状況を明確
にするよう努力。平
成１８年度の実績評
価方式による評価２
６のうち１８が、内
閣の重要政策に関わ
るもの。 

（指標及び目標値の設定の考え方） 
・ 一部の政策については、目標値又は目
標年度の設定の考え方が必ずしも明ら
かにならず。 
 
 
 
 
（重要政策に関する評価） 
・ 現行の仕組みの下においても、必要に
応じ、内閣の重要政策の進捗状況などに
ついて言及。しかし、あらかじめ重要政
策との関係を分かりやすく明示するこ
とはできず。 
 
 
 
 
 
 
 

    
取組のね
らいどお
り実施で
きたか 

具体的な
取組方針
は適切で
あったか

実施状況
は適切で
あったか

取組のね
らい① ○ ◎ △ 

取組のね
らい② ○ ◎ △ 

取組のね
らい③ ◎ ◎ ◎ 
 

（指標及び目標値の考え方） 
・ 可能な限り、目標値又は目
標年度の設定の考え方を明
確化することが適当。 
 
 
 
 
（重要政策に関する評価） 
・ 引き続き、重要政策に関す
る評価に取り組むことが必
要。政策全体の取組方針が示
されれば、これを踏まえて実
施していくことが適当。 

 v



 取組のねらい 具体的な取組方針 実施状況 評価 課題と今後の方向性 

政
策
ご
と
の
評
価
方
式
及
び
実
施
頻
度
の
決
定 

○ 適時的確に政策
評価が実施される
ようにする。 
  

（実績評価方式） 
・ 「主要な政策」を
網羅的に毎年度、実
績評価方式によって
評価する。 
 
（総合評価方式） 
・ 制度見直しに当た
り又は実績評価の結
果を受けて様々な角
度から掘り下げて分
析することが必要な
政策を、総合評価方
式によって評価す
る。 
 
（事業評価） 
・ 総務省独自基準を
設けて、相当程度の
社会的影響等がある
事業を、事業評価方
式によって評価す
る。 

・ 取組方針どおりに
実施。 
 
 
  
  

（実績評価方式） 
・ ５年間で数多くの実績評価方式
による評価を実施。しかし、一部
の政策は指標の設定等が困難。 
・ 職員の意識改革に一定の効果あ
り。しかし、複数年度単位での方
がよりよい評価ができる政策もあ
る。また、毎年度の評価は事務負
担感が大きい。 
 
 
（総合評価方式） 
・ 総合評価方式はほとんど活用さ
れず、５年間で２件にとどまる。 
 
 
（事業評価方式） 
・ 政策評価法の枠組みの下で義務
付けられた範囲を超えて、積極的
に実施。しかし、予算額で一律に
対象事業を決めており、内部管理
的な事業も含まれることになって
いた。 
 
 
 
 

  
取組のね
らいどお
り実施で
きたか 

具体的な
取組方針
は適切で
あったか

実施状況
は適切で
あったか

△ △ ◎ 

 

（主要な政策ごとの的確な評価方式
の検討） 
・ 実績評価方式以外の方式を選択
できるようにし、政策の特性等に
応じた評価の実施へ取組方針の転
換が適当。 
 
（実績評価方式） 
・ 一律に毎年度実施する方針は見
直すことが適当。 
 
（総合評価方式） 
・ 実績評価方式になじまないもの
のうち総合評価方式によって評価
することが適当であるもの等につ
いては、定期的に実施する政策評
価において、総合評価方式を採用
することが適当。 
・ 臨時に実施する政策評価として、
分野横断的なテーマを設定して分
析する場合などに活用することも
できる。 
・ 定期的な評価、臨時の評価のい
ずれについても、試行錯誤をしな
がら、効果的・効率的な総合評価
方式による評価に取り組んでいく
ことが適当。 
 
（事業評価方式） 
・ 予算額で一律に対象事業を決め
ている現行基準を見直すかどうか
について、部局の意見も踏まえつ
つ検討することが適当。 
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 取組のねらい 具体的な取組方針 実施状況 評価 課題と今後の方向性 

指
標
及
び
目
標
値
の
設
定
【
実
績
評
価
】 

○ 政策の効果を適
切に測れるように
する。 
  

（数値目標、アウトカ
ム指標の設定） 
・ 可能な限り、数値
目標、アウトカム指
標を設定する。さら
に、数値目標を設定
している政策、アウ
トカム指標を設定し
ている政策も可能な
限り増加させる。 
 
 
 
 
 
 
（「参考となる指標」の
設定） 
 
・ 目標の達成度を指
標のみによって測定
することが困難な政
策については、「参考
となる指標」を用い
る。 

（数値目標、アウトカ
ム指標の設定） 
・ おおむね順調に改
善されており、平成
１８年度評価で、数
値目標を設定してい
る政策６９％、アウ
トカム指標を設定し
ている政策８１％。 
 
 
 
 
 
 
 
（「参考となる指標」の
設定） 
・ 平成１７年度以降、
４分の１程度の政策
で「参考となる指標」
のみを設定。 

（数値目標、アウトカム指標の設定）
・ これまでの取組によって、数値
目標、アウトカム指標、それらを
設定している政策を増加させた。
しかし、政策の中には、数値目標
やアウトカム指標を一つも設定し
ていないものもある。 
・ 政策効果を適切に測れる指標の
選定や開発が必要。 
 
（指標に係る目標年度・目標値の設
定） 
・ 高すぎる目標値や、既に達成で
きている目標値が設定されてい
る。 
 
（「参考となる指標」の設定） 
・ 指標の設定の困難さと政策の特
性との関係が必ずしも明らかにで
きず。 
結局、「参考となる指標」のみし
か設定されていない政策は、実績
評価方式の考え方に沿っていなか
った。 
 
 

  
取組のね
らいどお
り実施で
きたか 

具体的な
取組方針
は適切で
あったか

実施状況
は適切で
あったか

△ ◎ △ 

 

（数値目標、アウトカム指標の設定） 
・ これまでの取組方針を維持する
ことが適当。しかし、無理に増加
させる取組はかえって適切な設定
でなくなるおそれ。 
・ 新政策体系も踏まえ、指標全体
の見直しが必要。 
 
 
 
（指標に係る目標年度・目標値の設
定） 
・ 指標全体の見直しと合わせて、
目標年度・目標値の設定も見直す
必要。 
 
（「参考となる指標」の設定） 
・ 「参考となる指標」のみ設定さ
れていた政策については、①可能
な限り基本目標の達成度が測れる
指標等を設定し、その補完として
「参考となる指標」を活用するこ
ととし、それができない政策は、
②他の適切な評価方式の採用につ
いて再検討を行うよう努める必
要。 
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 取組のねらい 具体的な取組方針 実施状況 評価 課題と今後の方向性 

【実績評価】 

（様式に含まれる項
目） 
・ 必要記載事項以外
の項目についても盛
り込む。 
 
（「政策評価の結果」
欄） 
・ 「政策評価の結果」
欄には、類型ごとの
標語（端的な結論）
を記載。 
 

（様式に含まれる項
目） 
・ 取組方針どおりに
実施。 
 
 
（「政策評価の結果」
欄） 
・ これまでの評価に
おいては、類型Ⅰ～
Ⅳのうち、実質的に
類型Ⅱと類型Ⅲのど
ちらかに分類される
状況。 

（様式に含まれる項目） 
・ 多種多様な情報を提供できた一
方で、主要な部分が埋没しがちで
あり、項目を減らすべき。 
 
（「政策評価の結果」欄） 
・ 結論の把握を容易にしてきた一
方で、明確な分類基準がなく恣意
的ともみえる分類。また、評価結
果の反映の方向性まで含み、継続
の必要性を否定するような類型へ
の分類をためらわせる傾向。 
 

  
取組のね
らいどお
り実施で
きたか 

具体的な
取組方針
は適切で
あったか

実施状況
は適切で
あったか

○ ○ ○ 

 

（様式に含まれる項目） 
・ 内容の充実には配慮しつつ、必
要な項目について再度精査すると
ともに、主要な部分以外の記述を
簡潔にする方法の模索が必要。 
 
（「政策評価の結果」欄） 
・ 類型で表すのは、政策の有効性
を示す内容に特化することが適
当。 

【事業評価】 

評
価
書
様
式
・
記
載
事
項
の
決
定
【
実
績
評
価
、
事
業
評
価
】 

○ 政策に反映しや
すく、かつ、分かり
やすい評価書とな
るようにする。 
  

・ 必要記載事項以外
の項目についても盛
り込む。 
 

・ 取組方針どおりに
実施。  

・ 必要記載事項以外の項目を盛り
込み、適切な内容。 
 

  
取組のね
らいどお
り実施で
きたか 

具体的な
取組方針
は適切で
あったか

実施状況
は適切で
あったか

◎ ◎ ◎ 

 

・ これまでの取組方針を維持する
ことが適当。  
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 取組のねらい 具体的な取組方針 実施状況 評価 課題と今後の方向性 

【実績評価】 

・①関係部局等の間の
調整、 
②政策の「課題」の
抽出、 
③的確で論理的な内
容、 
④簡潔で読みやすい
記述 
に留意して作業を行
う。 

・ 作業依頼、審査・
調整の各段階を通じ
て、取組方針の徹底
に努めた。 

・ 的確で論理的な内容とする、簡潔で読
みやすい記述とするという留意事項は
十分な効果上がらず。（ア）一部で分析
の論理性が確保されず、（イ）１政策当
たりの分量は増加傾向で、簡潔で読みや
すいものにすべきとの指摘あり。 
 

  
取組のね
らいどお
り実施で
きたか 

具体的な
取組方針
は適切で
あったか

実施状況
は適切で
あったか

○ ◎ ○ 

 

・ これまでの取組方針を維持
することが適当。 
・ その上で、（ア）記載要領
の充実や審査能力の向上、
（イ）記述量が増加しがちな
ことに留意しつつ記述の簡
素化に努めることが必要。 

【事業評価】 

評
価
書
案
の
作
成
【
実
績
評
価
、
事
業
評
価
】 

○ 政策に反映しや
すく、かつ、分か
りやすい評価書と
なるようにする。 
  

・①関係部局等の間の
調整、 
②政策の「課題」の
抽出、 
③的確で論理的な内
容、 
④簡潔で読みやすい
記述 
に留意して作業を行
う。 

・ 作業依頼、審査・
調整の各段階を通じ
て、取組方針の徹底
に努めた。 

・ 的確で論理的な内容とする、簡潔で読
みやすい記述とするという留意事項は
十分な効果上がらず。特に効率性分析が
重要な場合が多いが、一部で分析の論理
性が確保されず。 
・ また、得ようとする効果の明確性等に
ついて指摘あり。 
 

  
取組のね
らいどお
り実施で
きたか 

具体的な
取組方針
は適切で
あったか

実施状況
は適切で
あったか

○ ◎ ○ 

 

・ これまでの取組方針を維持
することが適当。 
・ その上で、記載要領の充実
や審査能力の向上に取り組
むことが必要。 
・ また、可能な限り、得よう
とする効果の明確性等につ
いて改善に努めることが適
当。 
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 取組のねらい 具体的な取組方針 実施状況 評価 課題と今後の方向性 

【実績評価】 

・ 政策担当部局が、
審議会等の議論や各
分野の専門家の意見
を政策の課題等の把
握に活用したり、評
価書案を提示して意
見を求め、評価書作
成に活用。 
 
・ 総務省政策評価会
において、政策評価
制度の運用全般につ
いて意見を聴取し、
評価書作成に活用。 

・ 取組方針どおりに
実施。特に、評価書
案を提示して意見を
求め、評価書作成に
活用した政策の割合
は増加。 

・ 評価書案を提示して意見を求める取組
が相当程度浸透してきており、専門性、
公正性の確保に効果あり。 
・ 総務省政策評価会によって様々な運用
の改善が実現。しかし、会の基本的な事
項が明確化されておらず。  
 

  
取組のね
らいどお
り実施で
きたか 

具体的な
取組方針
は適切で
あったか

実施状況
は適切で
あったか

○ ◎ ○ 

 

・ これまでの取組方針を維持
することが適当。特に、評価
書案を提示して意見を求め
る取組を推進していくこと
が適当。 
・ 総務省政策評価会について
は、基本的な役割や運営方法
を明確化することが必要。  

【事業評価】 

学
識
経
験
者
の
知
見
の
活
用
【
実
績
評
価
、
事
業
評
価
】 

○ 政策評価の専門
性、公正性を確保
する。 
  

・ 政策担当部局が、
審議会等の議論や各
分野の専門家の意見
を政策の課題等の把
握に活用したり、評
価書案を提示して意
見を求め、評価書作
成に活用。 

・ 取組方針どおりに
実施。研究開発につ
いては、外部評価を
実施。 

・ 審議会等において具体的に該当政策の
在り方についての議論も多く、これらの
活用は専門性、公正性の確保に効果あ
り。 
・ 研究開発については外部評価の仕組み
の中で評価書案について意見を求めて
きており、専門性、公正性の確保に効果
あり。 
 

  
取組のね
らいどお
り実施で
きたか 

具体的な
取組方針
は適切で
あったか

実施状況
は適切で
あったか

◎ ◎ ◎ 

 

・ これまでの取組方針を維持
することが適当。特に、可能
な限り、評価書案を提示して
意見を求める取組を推進し
ていくことが適当。 
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取組のねらい 具体的な取組方針 実施状況 評価 課題と今後の方向性 

評
価
書
の
公
表 

○ 国民が容易に政
策評価の内容を把
握できるようにす
る。 

・ 評価書の作成後速
やかに報道機関を通
じて公表。また、総
務省メールマガジン
を活用し、評価情報
へのアクセス機会を
拡充。 
・ 評価書を、必要と
する人がいつでもど
こでも容易に入手で
きるようにするた
め、総務省ホームペ
ージに掲載。また、
冊子を備え置き、希
望に応じて配布。 

・ 評価書決定後数日
以内にインターネッ
トを通じて閲覧可
能。 
  

・ ホームページへの掲載以外の方法で時
間・場所を問わずに提供するのは困難で
あり、最も効率的な方法。 
 

  
取組のね
らいどお
り実施で
きたか 

具体的な
取組方針
は適切で
あったか

実施状況
は適切で
あったか

◎ ◎ ◎ 

 
 

・ これまでの取組方針を維持
することが適当。  
なお、ニーズに的確に対応
するため、ホームページの内
容の充実や掲載方法の工夫
を検討していくことが適当。 

評
価
結
果
の
政
策
へ
の
反
映 

○ 政策評価の結果
が、政策の企画立
案や実施において
適時的確に活用さ
れ、当該政策に反
映されるようにす
る。 
  

（政策への反映を意図
した評価書づくり） 
・ 評価書の中に課題
と今後の取組の方向
性を記載。 
・ 予算要求等に活用
しやすい時期までに
評価書を作成。 
 
（評価結果を踏まえた
政策の企画立案・実施
の推進等） 
・ 部局における評価
結果を踏まえた政策
の企画立案・実施に
ついて、様々な機会
を通じて推進。 
・ 予算要求などの政
策への反映状況を取
りまとめ、公表。 

（政策への反映を意図
した評価書づくり） 
・ 課題と今後の取組
の方向性の記載を充
実。 
・ 平成１５年度以降
の評価書は７月中旬
までに作成し、公表。
 
（評価結果を踏まえた
政策の企画立案・実
施の推進等） 
・ 次年度予算要求に
向けて開かれる省議
において政策評価の
結果を活用する等、
取組方針どおりに実
施。 

・ 政策評価の結果はすべて何らかの形
で、政策の企画・立案につなげることが
できており、行政運営の中に定着しつつ
ある。 
・ これによって、職員の意識改革や評価
結果の活用者の増加にも寄与してきた
と考えられる。 
・ また、政策評価の結果が、単に何らか
の形で政策の企画・立案につながるだけ
でなく、効率的で有効な政策の企画・立
案に結びついている。 
 

  
取組のね
らいどお
り実施で
きたか 

具体的な
取組方針
は適切で
あったか

実施状況
は適切で
あったか

◎ ◎ ◎ 

 

・ これまでの取組方針を維持
することが適当。  
・ 政策の企画・立案に当たっ
て用いられる情報は、政策評
価の結果だけでなく、様々な
方面から収集。それら諸情報
を、的確に組み合わせること
によって、適時適切な政策決
定やその実施につなげてい
くことが重要。このような観
点に立ちつつ、政策評価制度
全体の動向等をも踏まえな
がら、今後における政策評価
の結果の反映の在り方につ
いても必要な検討を行うこ
とが適当。 
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